Ⅰ―１３　契約関係と不当利得
	Xは、大阪で祖父の代から建材の製造・販売業を営み、手広く商売をおこなっていた。
　（１）2006年6月1日、Xの娘A(学生)が自動車を運転中に、Kの運転する高級外車に追突し、Kがむち打ち症で入院した。そこで同年6月5日に、Xが示談交渉のため、病院を訪れたところ、Kは「実はわしはこういう者や」といって暴力団の紋章をみせ、「別に悪いようにはせん。わしのいうことを聞いたらええんや。わかってるやろな。組織動かしたらお前らぐらいどないでもできるんやで」などといって脅した。驚いたXが損害賠償は十分するつもりであると告げ、100万円を持参しているのでこれでおさめてほしいと頼むと、Kは「殊勝な心がけや。まあええやろ」といってそれを受領した。ところが、Kは、それとは別に、Xが建材の製造・販売業を営んでいることは調べがついているとして、自分の関係する建設業者Yに格安で生コンクリートを融通してくれるよう頼んだ。Xが躊躇すると、Kは「あんたの娘のせいでわしは入院までしとるんやで。最近誘拐事件がようあるやろ。資産家のXさん、気いつけなあかんで」と凄むので、Xはやむなく承諾した。
　そこで、その日のうちに、Xは、病院でKの立会のもと、Yとの間で、生コンクリート1000㎥―本来なら1万5000円／㎥のところを―3000円／㎥の計算で売却する旨の契約を締結した。その後、Xは、同年8月末までに順次生コンクリート1000㎥をYに引き渡し、Yはこれを用いて、Zから受注していたビル甲を建設した。Xは、同年8月31日に、Yから代金300万円を受領した。
　（２）Xは、これで片がついたと思っていたところ、同年10月1日になって、Kから呼出しを受けた。XがKの事務所を訪れると、Kは、Xの誠意が足りないことを難詰したうえで、YがXの所有する土地乙を買いたいといっているので話を聞いてやってほしいともちかけた。Xは、乙を駐車場として使用していたため、難色を示したところ、Kは組員とおぼしき者数名にXの周りを取り囲ませたうえで、「事故のことをもう忘れたんか。ほんまやったら、乙はもろうてもええぐらいなんやで。わしがせっかく仏心を出して、Yに高う買うたってくれと頭下げてやったのに、何をいうとるんや」と怒鳴るので、Xは身の危険を感じ、やむなく承諾した。
　そこで、その日のうちに、Xは、Kの立会のもと、Yとの間で、乙を―本来なら5000万円程度するところを―3000万円で売却する旨の契約を締結し、登記も移転した上で、代金と引換えに乙をYに引き渡した。Yは、ゆくゆくは乙にマンションを建設する予定にしていたが、当面は、近隣の住民Mら20名にそれぞれ月額一万円で乙を駐車場として賃貸している。
　（３）その後、同年12月1日になって、Xは、またしてもKから呼び出しを受けた。Xは、これで終わりにしたいと思ってKの事務所を訪れると、Kは、Yの取引先が倒産し、請負代金が入金されなくなったため、Yが明日までに3000万円を調達してTに対する手形を落とせないと、Yも倒産してしまうと説明し、Yに3000万円を貸してやってほしいと頼み込んだ。Xは、もう十分償いをしたので勘弁してほしいというと、Kは「わしも鬼やない。もうこれで終わりにしたろいうてるのに、それを断るいうんか」と机をたたき、「何やったら、これから毎日あんたの会社に街宣車で乗りつけてもええんやで」と脅すので、Xはやむなく承諾した。
　そこで、その日のうちに、Xは、Kに連れられて信用金庫Gにおもむき、Gから年利10％、返済期を2001年6月1日として3000万円を借り入れ、その担保としてXの土地丙に抵当権を設定する旨の契約を締結した。その際、Xは、Kの指示にしたがい、Gに対して、借り入れた3000万円を直接Yの口座に振り込むよう依頼したので、Gは、その場で3000万円をYの口座に振り込んだ。
　その後、2001年5月末になって、Kは、別件の恐喝容疑で逮捕されるにいたった。そこでようやくXは、弁護士に事情を話して相談した結果、同年6月1日に、Gに対して、消費貸借契約は取り消したので、返還請求には応じられないことを通知した。


【Questions】
（１）Xは、誰に対して、Yに引き渡した生コンクリート1000㎥もしくはその価値相当分の返還を請求できるか。
(a) Xは、Yに対して、生コンクリート1000㎥の返還を請求できるか。
(b) Xは、Yに対して、生コンクリート1000㎥の価値相当分の返還を請求できるか。
(c) Xは、Zに対して、生コンクリート1000㎥の返還を請求できるか。
(d) Xは、Zに対して、生コンクリート1000㎥の価値相当分の返還を請求できるか。
（２）Xは、Yに対して、土地乙ならびに乙の賃料相当額の返還を請求できるか。
(a) Xは、Yに対して、乙の返還を請求できるか。
(b) Xは、Yに対して、乙の賃料相当額の返還を請求できるか。
（３）Gは、誰に対して、貸付金ないし貸付金相当額の返還を請求できるか。
(a) Gは、Xに対して、契約にもとづき、貸付金の返還を請求できるか。
(b)Gは、Xに対して、貸付金相当額の返還を請求できるか。
(c)かりにXがGの返還請求に応じざるをえないとして、XはYに貸付金相当額の返還を請求できるか。
(d) Gは、Yに対して、貸付金相当額の返還を請求できるか。
（１）Xは、誰に対して、Yに引き渡した生コンクリート1000㎥もしくはその価値相当分の返還を請求できるか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文責：牧角
　本問でのX-Y間の契約は、Kの立ち会いのもとで締結されたのであるが、KがXを脅すことによって、半ば強制的に契約させられたと考えられるので、このX-Y間の契約は脅迫を理由に取り消すことは出来る。（96条1項）
　このとき、給付によって相手方が得た不当な利益を、Xは誰に対して何をどのように返還請求することができるかが問題となる。
(a) Xは、Yに対して、生コンクリート1000㎥の返還を請求できるか。
＜不当利得制度＞
ある者がある利益を保持しているけれども、その者(受益者)による利益の保持が法的に正当化されない場合に、この利益を本来保持すべき者に返還すべき義務を受益者に負わせる制度。
民法703条
法律上の原因なく他人の財産又は労務によって利益を受け、そのために他人に損失を及ぼした者は、その利益の存する限度において、これを返還する義務を負う。
＊¹不当利得（給付利得）による返還請求権の要件
・他人の財産または労務によって利益を受けたこと
・他人に損失を与えたこと
・利得と損失との間に因果関係があること
1） 因果関係は、社会通念上、ある者の損失においてある者が利得したという関係が
必要
2） 利得と損失の間には、直接的な因果関係が必要（判例）*最近は緩和
　（批判）・現実問題として、十分に妥当な解決が得られない
　　 ・公平の理念に基づく不法利得制度を硬直化し、特に第三者が介入した場合
　には不適当
・法律上の原因がないこと
　　　　　➥公平の理念から見て財産的価値の移動をその当事者間において正当なものとするだけの実質的・相対的理由がないこと
　
＊²不当利得（給付利得）による返還義務の内容
1 不当利得は取得したものの返還（現物返還）を原則とする
2 現物返還が不能の場合は、代償請求又は価値賠償責任が発生
　➥ex. 給付されたもの自体の滅失・毀損
3 ①、②の返還義務の拡大ないしは、それに付随して収益の返還義務が課せられる
<あてはめ>

本問において、XはYとの間で生コンクリートを売却する旨の契約を締結したのであるが、この契約はKの脅迫によって、本来ならば1万5000円／㎥の生コンクリートを3000円／㎥の計算で売却している点から、Yは他人Xの財産によって、利益を受け、その結果Xに損失を与えている。また、Xの損失によってYは利得を受けており、それはXの財産に由来したものと言えるから、X―Y間の利得と損失には因果関係がある。さらに、このX－Y間の契約はKの脅迫によって不当に行われたものであると考えられることから、公平の理念から見て財産的価値の移動をその当事者間において正当なものとするだけの実質的・相対的理由はないと言える。
よって本事例は不当利得（給付利得）による返還請求権の要件を満たす。
次に、生コンクリート1000㎥の返還を請求できるかであるが、Yに渡った生コンクリートは、すでにZから受注していたビル甲の建設に使用されており、現物は完全になくなってしまっている。現物がない以上、現物返還をすることは不可能である。
したがって、Xは、Yに対して、生コンクリート1000㎥の返還を請求することはできない。
(b) Xは、Yに対して、生コンクリート1000㎥の価値相当分の返還を請求できるか。
<あてはめ>

＊²より、現物返還が不能の場合は、代償請求又は価値賠償責任が発生するので、Xは、Yに対して、生コンクリート1000㎥の価値相当分の返還を請求することができる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
cf. この時、XはYに対していくら請求できるのであろうか。
＊³不当利得の効果
　不当利得が成立すると、利得者は損失者に対して不当利得の返還義務を負うが、このとき、利得者が善意であるか、悪意であるかによってその範囲が異なる。
・善意の利得者：現存利益（７０３条）
・悪意の利得者：受けた利益とその利息および損害賠償（７０４条）
民法第 704 条 
悪意の受益者は、その受けた利益に利息を付して返還しなければならない。この場合において、なお損害があるときは、その賠償の責任を負う。
本事例において、YはXと直接的な値引交渉はしていないものの、Kによって、Xから格安で生コンクリートを入手できるという情報を契約締結前に耳にしているはずである。よって、そのことを知っていながら契約締結したYには悪意があったといえる。
　したがって、Xは、Yに対して、本来の生コンクリート1000㎥の価値である1500万円（受領した300万円を含む）に、利息を付した額を請求することができる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(c) Xは、Zに対して、生コンクリート1000㎥の返還を請求できるか。
　（1）の（a）と同じように、Xが生コンクリートの返還請求をしたとしても、生コンクリートはビル甲の建設のために使用されてしまっている。現物がない以上、現物返還をすることは不可能である。
　したがって、Xは、Zに対して、生コンクリート1000㎥の返還を請求することができない。
(d) Xは、Zに対して、生コンクリート1000㎥の価値相当分の返還を請求できるか。
Xが契約によってYに給付した生コンクリートは、姿を変えたとはいえ、最終的にはZの所有物となったのであるから、XはZに対しても生コンクリート1000㎥の価値相当分の返還請求をすることができる可能性がある。ここでは所有権をZが取得したという前提で進めていく。
＊⁴法律上の原因における第三者に対する不当利得返還請求権
　契約上の給付が契約の相手方のみならず第三者の利得となった場合に、その第三者に利得の返還を請求しうる権利（転用物訴権）
　
“法律上の原因がない”とは、「公平の理念から見て財産的価値の移動をその当事者間において正当なものとするだけの実質的・相対的理由がない」ということを意味するが、その財産的価値の移動が当事者間ではない場合にはどのように処理すべきであるのかが問題となる。
・判例の見解
・ブルドーザー事件（最判昭45.7.16）
　　契約の相手方の無資力を要件に、第三者に転用物訴権を認めた
　　（批判）・本来は契約の相手方が負担すべきであり、安易に転化すべきではない
　　　　　 ・利得が有償と認められる場合にも、転用物訴権を認めることは、第三者に二重の負担をかけて、公平とは言えない。
・最判平7.9.19

　　転用物訴権を制限。
→契約の相手方の無資力₁₎かつ、全体からみて第三者が対価なく無償で利益を受けたとき₂₎、第三者に転用物訴権を認めた。
＜あてはめ＞
ア）Yが無資力であり、Y-Z間の契約が、生コンクリート3000円／㎥の計算で為されているとき
　本問において、善意のZはYにビル甲の建設を頼んだのであるが、結果的には、本来ならば生コンクリートを1万5000円／㎥のところを、YのおかげでXから3000円／㎥の計算でビル甲を手に入れることができたことから、Zは他人の財産並びに労務によって利益を受けたと同時に、Xが損失を被ったということができる。
　また、Zの受けた利益はXの財産に由来しているものと言えるから、社会通念上、因果関係が存在すると言える。
更に、Yは無資力である。そして、YがXから3000円／㎥で購入した生コンクリートを、そのままの計算でY-Z間の契約が成立したことから、Zは全体から見て、対価なく無償で利益を受けたと言える。このことから、XからZへの財産的価値の移動には、法律上の原因はないと言える。
　したがって本事例は不当利得（給付利得）による返還請求権の要件を満たす。
このとき、すでに現物返還が不能となっていることから、代償請求又は価値賠償責任が発生する。
よって、XはZに対して、生コンクリート1000㎥の価値相当分の返還を請求することができる。
イ）Yが無資力でない、もしくは、Y-Z間の契約が、生コンクリート1万5000円／㎥の計算で為されているとき
Yに十分な資力があるとき、またはY-Z間の契約が、生コンクリート1万5000円／㎥の計算で為されている場合は、前者の場合は、そもそもYに請求すれば良い話であり、また法律上の原因がないとも言えない。後者の場合は、そもそもZが利益を受けたとは言い難いことから、どちらも不法利得による返還請求権の要件を満たさない。
よって、Xは善意のZに対して、生コンクリート1000㎥の価値相当分の返還を請求することができない。
（２）Ｘは、Ｙに対して、土地乙ならびに乙の賃料相当額の返還を請求できるか。
（a）Ｘは、Ｙに対して、乙の返還を請求できるか。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文責：小林
ＸはＹに対して、不当利得（703条、704条）として乙の返還を請求すると考えられる。
要件：ア、他人の財産又は労務によって利益を受けたこと
　イ、そのために他人に損失を与えたこと
　ウ、受益と損失との間に因果関係があること
　エ、法律上の原因がないこと
当てはめ
ア、まず、ＹはＸの土地乙を手に入れていることから、積極的に財産が増加しており、利益を受けたといえる。また、Ｙは本来なら５０００万円程度する土地乙を３０００万円で買い受けたことからも、２０００万円分につき本来生ずるはずだった財産の減少を免れており、利益を受けたといえる。
イ、次に、Ｘとしては土地乙を失ったことから、損失があるといえる。また、前述のように、Ｘは土地乙を２０００万円安くしてＹに売却していることからも、得べかりし利益を喪失しており、損失があるといえる。
ウ、前述の①の受益は②の損失に基づくものといえるから、受益と損失との間には社会通念上因果関係があるといえる。
エ、そして、本問ではＸによる、ＸＹ間の土地乙の売買契約の取り消しが認められるため、法律上の原因がないといえる。
なぜなら、ＸはＫの事務所において組員とおぼしき者数名に囲まれた状況で、Ｋの脅迫的な言動のため、身の危険を感じてやむなくかかる契約締結を承認したのであり、Ｘは強迫取り消し（96条1項）ができるからである。
なお、Ｘの契約取り消しの意思表示はＭら２０名にも対抗できると解する。なぜなら、確かに、Ｍら２０名は取り消し前に新たな独立した法律上の利害関係を有するに至った第三者に該当しうるが、強迫取り消しにおいては、強迫された者の保護の必要性が高いからである。
したがって、ＸはＹに対して、不当利得として乙の返還を請求することができる。
（b）Xは、Ｙに対して、乙の賃料相当額の返還を請求できるか。
ＸはＹに対して、不当利得（703条、704条）として乙の賃料相当額の返還を請求すると考えられる。
要件：（a）と同じ
当てはめ
ア、まず、ＹはＭら２０名から月額１万円の賃料を収取しているから利益を受けたといえる。
イ、次に、Ｘは土地乙を失ったため、駐車場として使用できなくなったという損失が認められる。
ウ、また、前述の①における利益は②における損失に基づくものといえ、受益と損失との間には社会通念上、因果関係が認められる。
エ、では、「法律上の原因がない」といえるか。
この点、「法律上の原因がない」とは、公平の理念から見て、財産的価値の移動をその当事者間において正当なものとするだけの実質的・相対的な理由がない、ということをいう。
そして、土地乙はＹが賃貸借関係を通じて占有しており、賃料は物の使用の対価として受ける金銭であるから法定果実である。
ここで、189条1項によれば、善意の占有者は占有物から生じる果実を取得することができるので、Ｙが善意であれば、Ｙは189条1項により果実たる賃料を取得できるので前述の実質的・相対的な理由があるといえる。
　これに対して、Ｙが悪意であれば、190条1項により、Ｙは果実たる賃料を返還しなければならないことになるので、前述の実質的・相対的な理由がないといえる。
　
なお、ここでの「善意」とは、果実収取権を含む本権を有すると誤信することをいう。
したがって、Ｙが善意である場合は、ＸはＹに対して、不当利得として乙の賃料相当額の返還を請求することができないと解する。これに対して、Ｙが悪意である場合は、ＸはＹに対して、不当利得として乙の賃料相当額の返還を請求することができると解する。
３、Gは、誰に対して、貸付金ないし貸付金相当額の返還を請求できるか。
文責：齋藤
(a)Gは、Xに対して、契約にもとづき、貸付金の返還を請求できるか。
＜消費貸借契約の成立＞
	５８７条
消費貸借は、当事者の一方が種類、品質及び数量の同じ物をもって返還をすることを約して相手方から金銭その他の物を受け取ることによって、その効力を生ずる。


条文より、消費貸借契約は要物契約である。
ここで、この要物性は第三者への金員交付でも認められるかが問題となるが、
この点、要物性を厳格に解してしまうと債権者が不当な不利益を受けてしまうとして、要物性の基準を緩和する解釈がなされており、判例は、第三者に対する交付の場合でも「経済上現実ノ授受アリタルト同一ノ利益」の授受があればよいとして、第三者への金員交付特約つき消費貸借契約の有効性も認めている。（大審院大正１３年７月２３日）
＜強迫による取消し＞
強迫による意思表示は取り消すことができる（９６条１項）。
なお、強迫は取引の当事者が行なう場合だけでなく、当事者以外の者が行なう場合もあるけれども、このような第三者による強迫の場合でも、強迫を受けた者が行なった意思表示は、取り消すことができるとされている。
あてはめ
本件において、GはXが借り入れた３０００万円を直接Yの口座に振り込んでいるが、こういった第三者への金員交付特約つき消費貸借契約は判例でも認められており、ここでの消費貸借契約は有効に成立したと言える。
しかし、この契約は、Xがもう勘弁してほしいと言ったのにもかかわらず、Kが脅したためにやむを得ず締結したものであり、強迫によって締結された契約であるから、Xによる当該契約の取り消しが認められる。
したがって、GはXに対して、契約にもとづき、貸付金の返還を請求することはできない。
(b)Gは、Xに対して、貸付金相当額の返還を請求できるか。
Gは当該契約が取り消された場合、７０３条に基づいて貸付金相当額の不当利得返還請求をするものと考えられる。
＜不当利得返還請求＞
	７０３条
法律上の原因なく他人の財産又は労務によって利益を受け、そのために他人に損失を及ぼした者は、その利益の存する限度において、これを返還する義務を負う。


不当利得返還請求の要件としては、条文より、
①受益
②損失
③受益と損失の因果関係
④受益に法律上の原因のないこと
があげられる。
あてはめ
まず、本問において、GはXに対して不当利得返還請求をしているわけだから、
要件①の受益はXの受益、②の損失はGの損失でないといけない。
XG間の契約によって、Yに３０００万円が振り込まれ、そのために(③)Gが３０００万円失った(②)。そしてその後、XG間の契約が強迫によって取り消されたことによって、Gの３０００万円の給付行為は法律上の原因を欠くものとなった(④)。
ここで、Yが３０００万円を得たことが、Xの受益(①)となるかどうかが問題になる。
この点、XはKに脅されて言われるがままに３０００万円をYの口座へ振り込ませたのであって、XとYの間には事前に何らかの法律又は事実上の関係が存在していたわけではないので、XはGの給付行為により、その価額に相当する利益を受けたとはいえない。
（ようするにXとYは赤の他人だから、Yが３０００万円もらったところで、Xは何の得もしていない。）
よって、要件①のXの受益を満たしておらず、GのXに対する不当利得返還請求は認められない。
(c)かりにXがGの返還請求に応じざるをえないとして、XはYに貸付金相当額の返還を請求できるか。
XがGの返還請求に応じざるをえないのは、
(ア)強迫によるXG間の契約の取り消しが認められず、当該契約が有効である場合
(イ)GからXへの不当利得返還請求が認められる場合
の二通りが考えられる。
まず、(ア)のとき、XはKの「Yに３０００万円を貸してやってほしい」という要請に応じて、XG間の消費貸借契約に基づいて３０００万円をYに給付している。
したがって、このときXY間にはXからYに３０００万円を貸し付ける消費貸借契約が成立していると言え、XはYに対して、この消費貸借契約に基づく３０００万円の貸付金返還請求をすることができる。
次に、(イ)のときであるが、
GからXへの不当利得返還請求が認められる場合というのは、
XがGから利益を受け(①)、それによって(②)Gに損失が及んでおり(③)、また強迫によってXG間の消費貸借契約が取り消されることで、それらの受益損失に法律上の原因が無くなった(④)という事実認定がなされた場合である。
このとき、XはYに対して貸付金相当額の返還を請求できるか。
このケースでも(ア)と同様にXY間に消費貸借契約があったことが認められるが、当該契約はKの強迫によってやむをえず締結されたものであり、９６条１項に基づいて取消せる。
すると、YはXから利益を受け(①)それによって(②)Xに損失が及んでおり(③)、また強迫によって契約が取り消されたことで、これらの受益損失には法律上の理由がない(④)と言え、不当利得返還請求の要件を全て満たすため、XはYに対して貸付金相当額の不当利得の返還請求をすることができる。
(d)Gは、Yに対して、貸付金相当額の返還を請求できるか。
(3)(a)、(b)より、GはXに対しては貸付金及び貸付金相当額の返還請求はできなかった。
そこで、GはYに対してならば貸付金相当額の返還を請求することができるのか検討していく。
まず、不当利得返還請求権の要件にあてはめてみると、
YはGから利益を受けており(①)、Gには損失が及んでいる(③)。また、この受益損失の原因となったXG間での消費賃借契約は強迫によって取り消されているため、当該受益損失は法律上の原因がないと言える(④)。
だが、ここで、Yが利益を受けたのはXとGとの契約による結果であって、Xという中間者が介在していることから、受益と損失の因果関係(②)が問題となる。
この点、大正８年１０月２０日大審院判決では、中間者が介在している場合には因果関係の直接性がないとした判例もあるものの、現在の判例では社会観念上の因果関係という基準で受益と損失の因果関係を判断する立場に転じている。
「社会観念上（出捐者）の金銭で（受益者）の利益をはかったと認められるだけの連絡がある場合には、なお不当利得の成立に必要な因果関係があるものと解すべき」（最判昭４９年９月２６日）
本件について考えると、受益者であるYは、Kの関係する建設業者であり、また、前問で取り上げられてきたように、生コンクリートの件、土地乙の件においてもKと結びついて不当な利益を得続けていることから、YはKと相当程度なつながりをもっていることがわかり、XG間の契約の詳細についても悪意であったと思われる。
よって、社会観念上Gの金銭でYの利益をはかったと認められるだけの連絡はあったと解され、当該受益損失の因果関係は認められる(②)。
よって、不当利得返還請求の要件を全て満たすため、Gは、Yに対して、貸付金相当額の返還を請求できる。
